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独立行政法人統計センター人材確保・育成方針 

 

令和４年３月 24 日 

理 事 長 決 定 

はじめに 

 ○ 本方針は、独立行政法人統計センター（以下「統計センター」とい

う。）の将来を見据え、人材の確保・育成に関する基本的な視点や方策、人

材育成のモデル等を示すことにより、的確かつ良好な採用活動と戦略的か

つ効果的な人材育成を図り、統計センターの発展に資することを目的とす

る。 

   なお、本方針は、令和３年度の年度目標を踏まえて策定したものである

が、統計センターを取り巻く環境の変化や方針の具体化に応じて適宜見直

しを図っていくものとする。 

 

第１ 統計センターの将来ビジョンを見据えた「人づくり」 

１ 方針策定の意義 

〇 統計センターは、平成 15 年４月に国家公務員型独立行政法人として発足

し、令和５年には 20 周年を迎える。独立行政法人化後の歴史を見ると、非

公務員化やアウトソーシングの推進など、組織運営に関する改革の議論が続

き、平成 27 年４月に行政執行法人として新たなスタートを切った後も大幅

な定員削減等の合理化を求められる状況は続いた。 

 

〇 このような状況の下、統計センターは、蓄積された専門性を維持・強化し

つつ、ＩＣＴの活用や製表プロセスの見直し等を進め、統計調査の製表業務

における正確性や効率性を確保するとともに、政府統計共同利用システムや

事業所ＤＢの運用管理、調査票情報の二次的利用への対応等、新しい課題に

も対応してきた。 

 

〇 近年においては、平成 30 年の統計法及び独立行政法人統計センター法の

改正により、企業調査支援事業などを念頭に置いた委託を受けて統計調査を

実施する機能の付与、統計データの二次的利用における統計センターの位置

付けの明確化などが図られ、さらに、令和２年６月の閣議決定で改定された

第Ⅲ期の「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以下「基本計画」とい
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う。）において、統計センターは中央統計機構の一翼を担う機関として位置

付けられたところである。 

統計センターは、第Ⅳ期基本計画の策定等も見据えつつ、政府統計の基盤

を支え、統計作成プロセスや利活用の高度化において中核的な役割を果た

していくことが求められている。 

 

〇 歴史的に見れば、統計センターの業務を支えてきたのは、職員に蓄積さ

れた知識・経験であり、最先端の技術の導入や新たなニーズへの対応等の中

でこれを磨き上げてきた。この基本は今後も変わらないといえるが、独立行

政法人改革や統計改革を経た今、従来の合理化対応や受注型の業務スタイル

を超えて、政府統計における統計センターの役割や未来に向けた業務の在り

方を考え、戦略的な人材の確保・育成方策を策定することは、大きな意義が

あるといえる。 

 

〇 これは、政府や経済団体の提言などにもある「資源小国日本においては

人材こそ重要であり、人材を単なる投入資源と考えるのではなく、新たな価

値を生み出す「人的資本」と考えるべきである」といった認識にも符合する。

人的資本への投資こそ、統計センターの未来を形作るものである。 

 

２ 方針策定に当たっての５つの視点 

（１）人材マネジメントの主体性 

〇 統計センターは、総務省の統計組織から独立した法人であり、一連の統

計の作成・提供プロセスの一部を担っているという業務内容から、採用や研

修等において総務省統計局との一体性を重視してきた経緯はあるが、近年は

統計センターとしての独立性が強くなっている。 

統計行政の一翼を担うという観点から今後も統計局や各省との人事交流

などは重要であるが、独自採用の職員が中堅としての役割を果たすようにな

り、組織体制的にも部課長レベルのマネジメント能力の重要性が高まってい

る中、独立した法人として主体的かつ戦略的な人材マネジメントがより求め

られるようになってきている。 

 

〇 また、人材獲得においては、公務員型であるということから行政機関や地

方公共団体と、情報処理サービス業ということから民間企業とある意味競合

関係にあるともいえ、どのような将来ビジョンの下で、どのような人材を求

め育てていく方針であるかを示すことは、将来に向けて有能な人材を確保す

る上でも極めて重要であるといえる。 
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（２）求められる人材の変化と「人づくり」  

〇 伝統的な統計センターの業務は、統計調査の製表、統計データの提供な

ど、発注に応じて業務が発生するという考えが基本にあった。 

一方、近年のオンライン調査の拡大や企業対象調査の新たな体系化、行政

記録情報やビッグデータ活用などの情報ソースの多様化、統計情報のオー

プンデータ化の推進やオンサイトによる調査票情報の提供拡大などにおけ

る統計センターの果たすべき機能を考えると、統計調査の入口である調査

客体との接点から出口である統計情報のユーザーとの接点に至るまでのプ

ロセス全体において統計センターが担う領域が拡大しているといえる。 

また、企業調査支援事業や政府統計共同利用システムの管理運用のよう

な受託の形をとる場合だけでなく、調査票の回収率や記入状況の悪化への

対応、オンライン調査の開発・改良など、調査実施者が担ってきた領域にお

いても統計センターが重要な役割を果たすようになってきている。 

 

〇 これからの統計センターは、発注に応じて考えるといった受け身の姿勢

では求められる役割は十分に果たせない。統計調査の企画設計に関する理解

やユーザーサービスの在り方に関する理解を前提に、それらとＩＣＴなどの

専門知識を組み合わせることによって、新たな価値を創造し、社会に貢献し

ていくことが求められている。 

  また、企業調査支援事業における調査客体への対応、各府省への製表技

術の支援、統計データの二次的利用におけるユーザーへのコンサルティング

などを考えると、個々の分野の専門性とともに、行政官的な調整能力や対人

応対能力を高めていくことも必要になる。 

 

〇 これらの課題には、定型的な作業を前提とするマニュアルの作成や業務研

修などでは対処できない。人員管理的な視点や上から与えられる形での人材

育成の発想から脱却することが必要であり、職員の自発的な学習意欲や向上

意欲を引き出し、専門性を高めつつ、自ら課題を設定し、自ら解決していく

能力を身に着けていける「人づくり」が求められているといえる。 

 

（３）確立されてきた技術の継承と発展 

〇 統計センターは、これまで、精緻な製表技術を確立するとともに、業務

プロセス全体の改革を進め、また、製表業務におけるＱ（品質）、Ｃ（コス

ト）、Ｄ（納期）の管理など高いレベルの品質管理を行うことにより、統計

センター法の設立目的とされている「統計の信頼性の確保」を図ってきた。
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また、同じく設立目的とされている「統計技術の向上」についても、正確性、

効率性、利便性等の向上のため、様々な技術の導入や開発を行ってきたとこ

ろである。 

統計センターが長い歴史の中で製表技術の専門人材を育成するとともに、

積極的に新しい技術の導入や情報システム等のインフラ整備を進めてきた

ことは、リソース不足が問題となっている政府統計部門においては貴重な

存在となっている。 

  

 〇 職員に蓄積されている知識・能力こそは、統計センターの「強み」であり、

これを将来に向けて継承しつつ発展させていくことが重要である。そのた

めには、将来に向けて核（コア）となる知識・能力を見極め、組織としてそ

の維持・発展を図っていくことが重要である。 

さらに、政府統計全体で見れば、暗黙知も含めたノウハウの定式化を進め、

統計センターの知的財産を政府全体で共有可能なものとしていくことも重

要である。 

 

（４）変化の方向を見通した人材育成 

 〇 歴史的に見ると、統計センターの人材マネジメントは量的管理に重点が

置かれていた面はあったが、今後は、合理化要請への対応というよりも、新

たな理論・技術の導入による業務の高度化、政府統計における新たな課題へ

の対応、統計ニーズの多様化への対応などに重点を置いた人材マネジメン

トが求められる。 

必要な人的リソースは短期で整備できるものではなく、中長期的な視点が

不可欠であり、将来の業務内容や業務手法、基礎となる技術等についての見

通しを持ち、必要な専門性やスキルの体系を考え、戦略的に人材の確保・育

成を図っていくことが必要である。 

 

 〇 10 年後においても統計編成業務が統計センターの主要業務であることは

変わらないと想定されるが、その内容は、これまでのものとは大きく変化し

ていくと考えられる。ＩＣＴの進展やＡＩ（人工知能）技術の導入により現

在期間業務職員を中心として行っている人手を必要とする業務は縮小し、

一方で対象の拡大等が進む企業調査支援事業や、高い専門性を要するデー

タエディティングや自動格付などを担う部門の比重が一層高まっていくこ

とが想定される。 

業務バランスの変化に対応した人材バランスを実現するためには、常に将

来を見通しながら、必要とされるスキルや能力の内容やバランスを考え、人
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材の確保・育成を行っていかなければならない。 

 

（５）経営戦略との連動、自律的な成長の支援 

 〇 統計センターは、統計センターに求められること＝ニーズの変化を先取

りしながら、業務の変革を進めていかなければならない。その場合、例えば

ＡＩの導入が単なる機械化ではなく業務プロセスの変革を目指すものであ

るように、業務の在り方に関する戦略・方針と人材戦略が車の両輪となって

変革が進められなければならない。 

さらに、変革に求められる能力や専門性の幅も広がってきていることに留

意が必要である。ＩＣＴによる業務プロセス改革は、業務の知識とＩＣＴの

知識の両方を持つ人材が必要になる。企業調査支援事業においても、調査や

製表事務に関する知識に加え、企業会計に関する知識やコミュニケーション

スキルなども求められる。 

 

〇 これらを踏まえると、人材育成の前提として、まず、経営戦略、すなわち

統計センターはどういう方向に向かおうとしているのか、向かって行くべき

なのかということについて、マネジメントサイドと職員との間で意識の共有

を図っていくことが必要になる。 

 

〇 また、新たな課題に対応できる人材を育成するためには、職員個人の新し

い分野や技術への好奇心、学ぶ意欲、あるいは自らを高めようとする意志な

どが重要な要素となっていく。したがって、自己啓発支援や自律的なキャリ

ア形成支援の要素も重要であり、また１on１ミーティングなどによるきめ細

かな対応も不可欠になってくる。 

  

第２ 統計センターの求める人材像と育成方針 

１ 統計センタープロフェッショナルとは 

〇 統計センターが求められる役割を果たし、将来に向けて発展していくた

めの基礎は、制度的な枠組みや物理的なインフラも重要だが、人的資本こそ

その中核を成すものといえる。 

人的資本は構成する職員の能力の総体であり、一人一人の職員の能力の更

なる向上と十全な発揮が統計センターの発展の原動力となる。 

 

 〇 そのためにはまず、統計センターが組織として求める人材像と個々の職

員が目指す人材像についての共通認識を持つことが重要である。本方針で
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は、そのような共通認識の下で目指していく人材を「統計センタープロフェ

ッショナル」と呼ぶこととする。 

   統計センタープロフェッショナルは、特定の経歴を持つ者や特定の業務

分野に従事する者をいうのではなく、統計センターの職員全員が、どの分野

で働いていても、それぞれの専門性を持って活躍していくことを目指す。 

 

 〇 統計センタープロフェッショナルは、様々な課題にチャレンジしながら

新たな価値を生み出していくことが期待される。それはこれまでの蓄積の

否定ではなく、組織として培ってきた専門性を発展させる形で新たな専門

集団となっていくことを意味する。 

 

２ 統計センタープロフェッショナルに求められる能力の３類型 

 〇 統計センタープロフェッショナルに求められる能力は、以下の３つの観

点から整理される。 

 

（１）政府統計に関わる職業人として求められる基礎能力 

① 国家公務員として必要な、法令に関する基礎的な知識、政治・行政・経

済・社会に関する基礎的な知識のほか、倫理感や国民のために働く意識な

ど 

② 官民問わず職業人して必要な、文書作成能力、企画・調整能力、コミュ

ニケーション能力など 

③ 統計分野で働く上で必要な、データサイエンスに関する基礎知識、デジ

タル技術に関連した基礎的な知識と実戦能力など 

 

これらについては、採用される職員においては一定の基礎的な水準を期待

するものであり、それをベースに統計センタープロフェッショナルとして育

てられていくことを想定する。 

 

（２）職位やキャリアパスに応じて求められるマネジメント能力や専門能力 

  ① 人材マネジメントに関するスキル、予算要求・執行・決算に関するスキ

ル、プロジェクト管理能力（民間企業への業務委託や各府省への技術移転

なども視野に） 

② 統計センターの経営戦略を踏まえた組織運営能力、リーダーシップ、対

外交渉力 

③ 統計行政の動きや政府のデジタル化戦略などを踏まえ、統計センターと

しての方針の策定や関係機関との調整など行う行政官的な能力 
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④ 統計技術をベースに業務の高度化を推進できる能力や研究開発を主導

できる能力（地方公共団体と連携した実務的研究や大学等の教育・研究機

関と連携した学術的研究なども視野に）。 

 

（３）統計センターの実務を支える専門能力（コアコンピタンス） 

① 回収率の低下や調査票の記入状況の悪化、オンライン調査などの調査 

方法の多様化、情報ソースの多様化などに対応し、統計理論なども活用し

つつ、データチェックや統計表の審査を行う能力 

② 産業・職業分類や収支項目分類についての専門性を持つとともに、ＡＩ

も活用した自動格付技術を開発・運用する能力 

③ 回答データの読取から、データチェック・補定、集計、データベースへ

の格納・提供、調査票データの二次的利用対応に至るまでの情報処理やプ

ログラミングに関する知識・能力 

④ 統計センターの業務全般に関わる品質管理や情報セキュリティに関する

知識・能力 

 

   これは、統計センターに蓄積されたコアコンピタンスともいうべきもの

であり、統計センターの人的資本の「強み」といえる。 

同時に、個人技ではない組織全体としての業務の高度化を進めていくこと、

各省への支援などにも活用していくことを考えれば、これらの能力の内容や

習得方法についての定式化を進めることが重要である。 

 

３ 職位に対応して求められるスキルレベルと人材育成 

〇 統計センターの職員が職位に応じて求められ、あるいはその職位の間に

身に着けておくべきスキルレベルについて整理すると、大きく次の３段階

に分けることができる。（下図参照） 

①新規採用から係員まで    ベーススキル層 

  ②係長から課長代理昇任まで  ジョブスキル層 

  ③課長代理から管理職まで   マネジメントスキル層 

 

〇 まず、新規採用から係員までの期間においては、仕事をゼロから覚えなが

ら上記第２の２（１）の基礎能力を身に着ける時期であり、ベーススキル

として、ＩＣＴスキル、統計の基礎知識、コミュニケーション、ロジカルシ

ンキング、プレゼンテーションなどのスキルを習得することが必要である。 

また、この時期においては、１on１ミーティングなども活用し、職員とし

て何が必要か、何が足りないかを自覚すること、統計センタープロフェッシ
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ョナルとしての「なりたい自分」を見付けることも重要である。 

 

〇 係長までの間は、各職員は統計センターの経営理念の５本の柱である「統

計をつくる」、「統計を活かす」、「統計を支える」、「技術の向上」、「組織運営」

（参考 1参照）のいずれかの分野に配属され、業務を通じ、あるいは業務研

修を通じてジョブスキルを学ぶとともに上記第２の２（３）の専門能力を身

に着け、統計センタープロフェッショナルとしての基礎ができる時期である。 

  同時に、この期間においては、スキル習得の複線化も考えていく必要が

あり、人事上の工夫や職場横断的なプロジェクトへの参加などにより、２

つ目、３つ目の柱についても知見を得るようにするとともに、人事交流に

より統計センター以外の業務経験を積ませるなど、視野の拡大を図ること

も必要である。 

 

〇 課長代理の期間は、キャリアパスの中で習得した複数のジョブスキル（中

核的なもの＋α）を踏まえ、統計センタープロフェッショナルとして 1人前

になる時期である。この時期からマネジメントスキルが重要になり、組織全

体の方針や目標を踏まえ、部下を率いあるいはプロジェクトチームに参画す

る中でリーダーシップを発揮し、業務の高度化・効率化を意識しつつ仕事を

進め、成果に結び付けていく能力が求められる。 

この時期においては、マネジメント研修や専門的な研修も有効であるが、

実戦経験を通じて上記第２の２（２）（３）の能力を身に着けていくことが

重要であり、１on1 ミーティングなども活用し、チャレンジングな仕事や今

までの延長上にない仕事に積極的に取り組むようにしていくことも必要に

なる。 

  

〇 管理職層においては、組織運営のマネジメントスキルが重要になる。統計

センターの場合、組織の規模が大きいため管理職層の人的管理や業務管理に

おける責任は重く、職員の健康や職場環境への目配りも必要になる。また、

品質管理におけるＱ（品質）、Ｃ（コスト）、Ｄ（納期）の管理の責任者とし

て、統計センターの「製品」の質に責任を持つ。さらに、統計行政の課題や

トップマネジメントの方針と現場レベルをつなぐ重要な役割も担う。 

公務組織においては、管理職層のマネジメント能力強化に十分な関心が払

われてこなかったが、最近では内閣人事局が「国家公務員のためのマネジメ

ントテキスト」を公表している。そこでは「良質なコミュニケーション」、

「効果的なジョブアサインメント」、「部下のやりがいやエンゲージメント

（自発的な貢献意欲）を高めること」などが提示されている。 
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ＩＣＴスキルを習得させるとともに、統計の作成・提供のプロセスをコンピ

ュータ処理として具体化していく業務を通じて、統計の実務も学ばせてきた。

この方法は、ＩＣＴを業務の基盤する統計センターにおいては、将来どの部

門で仕事をする場合でも有効に機能してきたといえる。 

したがって、今後も新規採用職員の配属先の中心を情報処理部門とするこ

とは、初期の人材育成の柱の一つであるべきである。また、デジタル技術の

発展のスピードは速く、政府統計を技術面でリードしていくためには高度な

専門性が求められることから、相当の期間をかけ、高いレベルに到達するま

で人材育成をしていくことも必要である。一方、統計編成や内部管理業務の

高度化、利活用の推進等の分野でのＩＣＴ活用に若手職員の時に参画させる

ことも重要である。 

このような考えの下、ＩＣＴスキルを中心としたキャリアパスについて、

以下のような３つのパターンを考え、職員の希望や適性を踏まえ、人事ロー

テーションと関連させながら運用していくものとする。 

 

〇 １つ目のパターンは、ＩＣＴスキルの習得に比較的長い期間をかけて高

いレベルまで到達した後、スキル習得の複線化を図るとともに様々な職務経

験を積ませ、統計の作成・提供プロセスの管理や高度化を担う統計センター

プロフェッショナルとなっていくキャリアパスである。このキャリアパスで

育成された職員は、主として「統計をつくる」及び「統計を活かす」分野で

の活躍が期待される。 

 

〇 ２つ目のパターンは、基本的なＩＣＴスキルを習得した後、情報セキュ

リティや統計の作成・提供・利活用に関連した研究開発における専門性を高

め、統計センターの技術基盤を担う統計センタープロフェッショナルとなっ

ていくキャリアパスである。このキャリアパスで育成された職員は、「統計

を支える」及び「技術の向上」の分野での活躍が期待される。 

 

〇 ３つ目のパターンは、基本的なＩＣＴスキルを習得した後、早い段階か

らスキル習得の複線化を図り、マネジメント関連の業務経験や人事交流など

により多様な業務経験を積ませ、統計センターの業務運営を支える統計セン

タープロフェッショナルとなっていくキャリアパスである。このキャリアパ

スで育成された職員は、「組織運営」に関する業務を中心にしつつも幅広い

分野での活躍が期待される。 

 

〇 ここでは、モデル的に新規採用時の配属先として情報処理部門を取り上げ
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ているが、配属時でキャリアパスが決まってしまうものでなく、どの配属か

らスタートしても、様々なスキルを習得し職務経験を積む中で、新たな専門

性を身に着け、新たな分野にチャレンジしていくようなキャリアパスも大い

にあり得るところである。 

また、今後、社会経済の変化やＤＸ（デジタル・トランスフォーメーショ

ン）の進展等によって仕事の内容や進め方に質的な変化が起こり、対応して

新たなスキルが求められることになれば、人材の再開発（リスキリング）も

必要になる。後追いではなく、将来を見越した人材戦略が求められるところ

である。   

 

第３ 人材の確保・育成のための方策 

１ 人材の確保・育成の方策、４つのポイント 

（１）積極的な採用戦略 

〇 統計センターでは、国家公務員一般職試験の合格者から新規職員を採用

しており、「大卒程度」では行政及び技術系の全ての試験区分から、「高卒者」

では事務及び技術の試験区分から、面接によって人物本位で選考し、採用者

を決定してきた。 

  統計センターの採用は、間口が広いということが特徴ともいえ、組織の

大きさや業務の広がりを背景に、行政機関に近い仕事を希望する者や情報処

理やデータサイエンスの知識を活かしたい者など、幅広く採用してきたとこ

ろである。変化に対応していくためには人材の多様性が不可欠であり、この

方式は今後も継続していくべきである。 

 

〇 一方、「待ちの姿勢」で人材が集まるわけではない。まずは統計センター

について広く知ってもらうことが重要である。 

これまでも採用のためのパンフレット作成や学生向けセミナーなどを開

催してきたが、今後、各種の手段を連携させながら、情報発信の強化を図っ

ていく必要がある。 

中でもホームページは、就職先として考えたら必ず参照する重要な媒体

であり、全体を「就職希望者目線」で見直し、常にメインテナンスをしてい

くことが必要である。 

ホームページを中心とする情報発信においては、統計センターの役割や

仕事の内容を分かりやすく伝えること、本基本方針も含め統計センターの求

める人材像を示すことにより、採用希望者に統計センターで働くことの魅力

を感じてもらいつつ、自らの職業人生により具体的なイメージを持ってもら
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うことが重要である。 

また、学生を対象とした就職活動イベントなどにも積極的に参加してい

くことも必要であり、今後オンラインでの双方向的な説明や質疑応答なども

拡充していくべきである。 

 

 〇 ＤＸが進展する中で統計センターが発展していくためには、高い専門性

を持って統計センターの発展を先導していく人材の確保も重要である。こ

のため、ホームページ等で専門性を活かせる職場であることをアピールす

るとともに、データサイエンス関連のイベントなども活用して統計センタ

ーの魅力を伝えていくことが必要である。 

さらに、専門人材の確保については、即戦力の確保という観点から、中途

採用や任期付採用、あるいは大学などの研究機関との人事交流などを拡充し

ていくことも重要である。 

 

（２）長期的な視点に立った人事管理 

〇 人材育成は、仕事を通じた成長が基本である。与えられた職務の中での

スキル習得や成果の実感が次の成長を生む。また、人事異動や職位が上がる

ことで新たな仕事に取り組み、新たな責任を果たすことが職業人としてのス

テップアップにつながっていく。 

総じて公務組織は、短期的なリターンが求められる民間に比べ、長期的な

人材育成が重視されてきたところがあるが、一方では横並びで画一的な人事

が問題視されてきた。統計センターとしては、情報部門でじっくり人材育成

を図るといった長期的な視点も維持しつつ、多様なキャリアパスを通じて専

門性とマネジメント能力を高めるような人材育成を行う。 

また、能力・実績主義の人事管理と適材適所の人材配置により、個人の能

力向上意欲や能力の発揮が組織のパフォーマンスにつながるようにしてい

くことが重要である。 

 

〇 人材育成においては、集中的にスキルの習得と実践に充てられる時期も

必要であるが、新たなチャレンジをすることによって成長する機会も必要で

あり、成功体験から得られる経験値がその後の仕事に大きく役立つことも多

い。 

本人の希望や適性も考慮しつつ、困難度の高い業務にプロジェクト的に

参画させる機会を、採用後のなるべく早い段階（係員から係長までの期間）

から付与することも重要である。ただし、職員にとって負荷になり過ぎない

ような配慮も必要である。 
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 〇 統計センターは、中央統計機構の一員として統計行政上の様々な課題に

対応することが求められ、統計調査の企画から結果の利活用に至るまで、統

計局とは密接な連携が不可欠であり、他の行政機関や地方公共団体との接

点も多い。 

人材育成プロセスにおいては、対外的な調整部門の経験、他の機関への出

向などは人材育成上重要な機会であり、新しいスキルの習得や「外からみた

統計センター」を知るチャンスでもある。 

 

 〇 また、研究部門で活躍する人材は、本人の専門性を高め、組織としてアカ

デミズムとの連携を強化していく観点から、大学などの研究機関との人事

交流を積極的に進めていくことも必要である。 

 

（３）個性や適性を活かす人事評価や１on１ミーティング 

〇 能力・実績主義の基礎となる人事評価制度は、人材育成への活用の観点

からも重要な役割を果たす。人事評価は、評価シートへの記入で終わるもの

ではなく、評価基準や評価方法の理解（Ｂ/ｂ（通常）の位置付けなども含

む。）、期首期末の面談の効果的な実施、評価結果の活用などが総体として機

能していることが重要である。 

 

〇 人事評価の評価項目においては、職位に求められる能力の基準が示され

ており、それは人材育成における基準にもなる。上位評価及び下位評価を付

与する場合は、その理由の記載を徹底し、下位評価を受けた職員の指導に活

用するようにする。 

 

〇 また、人事評価の面談も含め、１on１ミーティングの機会は、人材育成

にとって極めて重要である。面談を通じ、まず組織として何を期待するか、

職員がどのようなキャリア形成を目指すかについて認識の共有を図ること

が重要である。 

その上で、職員の個性や適性の把握に努め、組織として習得してもらいた

いスキル（知識・能力）を職員に提示するとともに、職員自らが自身のスト

ロングポイントを意識し、自律的に成長する意欲を持たせるようにすべきで

ある。 

 

（４）主体的な成長を促す研修の実施 

〇 人材育成においては、研修は重要なツールである。統計センターの場合、
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業務の遂行方法については職務の一環として研修が行われているが、これに

加え、階層別の研修、共通的なスキルに関する研修、専門的なスキルに関す

る研修などが行われている。 

今後の研修においては、これらの更なる体系化と拡充を図り、職員に対し

て職位に応じて身に着けてもらいたいスキルを明らかにしつつ、職員に受

講してもらいたい研修や受講してもらいたい時期を示すことが重要である。 

 

〇 また、形式的、受動的な研修とならないよう、１on１ミーティングなどを

活用して職員自身がどのスキルを伸ばしたいと考えているかなどを聴取す

るなどして、職員が主体性と意欲を持って研修に臨むようにするとともに、

職員自身が自らのキャリアプランに合わせて選択できるような研修カリキ

ュラムを構築していくことも重要である。 

 

２ 人材の確保・育成のための推進体制 

（１）人事部門の役割 

〇 統計センターにおける人事部門は、本基本方針の推進の司令塔となる。本

方針に基づく具体的な計画を作り、各部を指導しつつ全組織的な取組を推進

する。 

  また、経営戦略と人材育成が連動するものであることから、社会経済の

動きや統計行政の動きにも常にアンテナを張りながら、トップマネジメント

との意識の共有を図らなければならない。現場で困っているのを聞いてから

人材育成するのではなく、統計センターの将来を見据えて先手を打って進め

ていく必要がある。 

 

〇 人事部門は、新人採用の司令塔である。ホームページにおけるあらゆる

情報発信、データサイエンス関係の対外活動など、他部の担当であるものも

含めて採用戦略の中に位置付けて考えるべきであり、採用のためのパンフレ

ットの作成や外部の採用イベント参加も重要な手段として取り組まなけれ

ばならない。 

 

〇 人事部門は、本来の人事管理業務の中で人材育成を実現していく責務が

ある。 

統計センター全体の人材配置状況を的確に把握してバランス良く各部に

人材を供給していく中で、人材あるいは業務スキルの需給状況や変化の方

向を見極め、次の手を打っていくことが求められる。 

また、年次などにとらわれないメリハリを付けた人事、採用時の試験の種
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類や最初の配属にとらわれない柔軟な人事など、能力実績主義の徹底の中

で、職員の向上心やチャレンジ精神を醸成していくことも重要である。 

 

〇 人事部門は、統計センター全体の研修計画を策定し、その効果的な実施に 

責任を持つ。 

職位ごとに習得すべきスキルに合わせて必要とされる研修については、

これまでのような希望者参加型から脱却し、受講を必須とする。同時に、職

員が自らのキャリア形成や専門性強化のために希望する研修にも応じられ

るようにしていくことが重要である。 

 

〇 人事部門は、職員の健康や働きやすさの観点から人的資本に責任を持つ。

職員が心身ともに健康であること、仕事と生活の両立支援などにより不安な

く職務に向かうことができることなどが担保されなければ、人的資源の価値

は大きく損なわれてしまう。人事部門は、職員の長期間にわたる職業人生の

それぞれの場面において働きやすい職場環境の整備に努める。（３参照） 

 

（２）各部・各職場の役割 

〇 各部・各職場は人材育成の実践をする場であり、一人前の統計プロフェッ

ショナルが完成する場である。部や課の長は、業務遂行と同時に人材育成の

責任者である自覚が必要である。 

ＯＪＴ（On the Job Training）においては、業務遂行上求められるスキ

ルを明確にし、職員一人ひとりに達成状況をこれまで以上に自覚させ、主体

的な成長を促すことが必要である。 

 

〇 各部・各職場は、マネジメントサイドと職員との接点でもある。 

各部・職場においては、１on１ミーティングを始め、様々な機会を通じて、

職員の個性や適性の把握に努め、組織として習得してもらいたいスキル（知

識・能力）を職員に提示する。面談者は、職員の多様な意見をよく聴き、職

員一人ひとりが活躍できる場を与えるよう努める。 

   １on１ミーティングも、それ自体一定のスキルを要するものであり、部下

の啓発や指導には、コーチングなど様々な技法がある。管理職クラスの研修

においては、これらのスキルについても学んでいくことが必要である。 

 

 〇 人材育成は、育てられる側と育てる側のある種の共同作業である。共に仕

事をしていく中で、指導をすると同時に職員の考えも聞き、職員の「個」を

大切にしながらキャリア形成に関するアドバイスをするなど、人材育成を
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意識したコミュニケーションに努めていくことが重要である。 

 

 〇 なお、職員の心身の健康管理や職場環境の整備などにおいても、現場レベ

ルの役割は重要であり、人事部門との連携を図りつつ取り組まなければな

らない。 

 

３ 職員の成長を支える職場環境の整備 

〇 人的資本がその機能を発揮するためには、良好な職場環境の整備が重要

である。これについては、別途、計画も策定されているところであるが、人

材育成の観点からは以下の点に留意が必要である。 

  

〇 令和５年度から国家公務員の定年年齢が段階的に 65 歳に引き上げられ

ることになり、定年までの勤務が大多数となる統計センターにおいて人的資

本を考えるならば、職員に採用から定年を迎えるまでの長期間にわたって十

分に能力を発揮してもらうことが重要になる。 

  そのためには、適切な業務遂行の確保や職員の健康保持など、働きやす

く、職員の成長を支える良好な職場環境を整えていくことが必要であり、中

でも統計センター職員全体の７割以上を占める（令和３年度現在）女性職員

が安心して働ける環境を整備していくことは非常に重要である。 

 

〇 統計センターにおいては、これまでも仕事と出産・育児の両立を支援す

る制度の充実を図ってきているが、仕事への復帰をスムーズに行えるような

サポートも重要であり、育児休業中の職員を対象とした研修を実施する（令

和４年度から）。 

 

〇 職員の健康、仕事とプライベートライフの両立などを考えた場合、長時

間労働の是正が重要である。業務の見直し・効率化を通して、超過勤務縮減

に取り組むとともに、管理職が業務全体をよく把握し、特定の個人へ業務が

偏らないようにするなど、管理職のマネジメント能力も強化していく必要が

ある。 

 

〇 介護や育児との両立なども含め、誰もが働きやすい環境を実現するため、

テレワークやフレックス勤務等の柔軟な働き方に対応した業務を推進する。

これは、ＤＸの推進を通じた行動変容の観点からも重要である。 

 

〇 職場ハラスメントの防止や職場の安全管理の観点からは、ハラスメント
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研修の受講やセミナーの開催には積極的に参加させるなど、ハラスメントが

起きないような職場づくりを行う。 

 

〇 近年、メンタル不調での病気休暇や長期休職を取得する職員も多いこと

から、研修の受講やストレスチェックを活用した職場環境の改善を行い、産

業医に気軽に相談できるような環境を整備する。また、メンタル不調が起き

ないように、職員への「声掛け」や上司との面談等を通して早目に対処でき

るようにするなど、心の健康づくりを推進する。 

 


